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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第41期 

第１四半期連結 
累計期間 

第42期 
第１四半期連結 

累計期間 
第41期 

会計期間 
自平成28年４月１日 
至平成28年６月30日 

自平成29年４月１日 
至平成29年６月30日 

自平成28年４月１日 
至平成29年３月31日 

売上高 （百万円） 4,590 4,849 22,199 

経常損益 （百万円） △284 75 1,571 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損益 
（百万円） △251 26 1,206 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △405 265 524 

純資産額 （百万円） 27,839 28,544 28,535 

総資産額 （百万円） 38,459 40,817 40,530 

１株当たり四半期（当期）純損

益金額 
（円） △10.80 1.13 51.87 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 71.3 69.0 69.3 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間の経済環境につきましては、欧米やわが国において緩やかな景気回復が続いたもの

の、米国の政策動向やアジア新興国の景気減速への懸念などから、総じて先行きの不透明な状況で推移いたしま

した。当社グループの主要なお客さまであるエレクトロニクス製造業、自動車関連・産業機器製造業におきまし

ては、一部で設備投資に改善の動きがみられたものの、不透明な景況感から全体としては慎重な姿勢が続いてお

ります。

このような中にあって、当第１四半期連結累計期間の売上高は、48億４千９百万円（前年同期比 5.7％増）と

前年同期を上回りました。これは、主力の電気設計システム「CR-8000 Design Force」を中心に基板設計ソリュ

ーションの売上が前年同期を上回ったことや、欧米においてワイヤハーネスの設計システム「E3.series」の販

売が堅調に推移したことによるものです。

利益面につきましては、売上高の伸長により、経常利益７千５百万円（前年同期 経常損失２億８千４百万

円）、親会社株主に帰属する四半期純利益２千６百万円（前年同期 親会社株主に帰属する四半期純損失２億 

５千１百万円）と大幅に改善いたしました。

 

報告セグメントの業績は、次のとおりであります。

・日本

基板設計ソリューションの売上が順調に推移したことや、販売ライセンス数等の増加によりクライアントサ

ービスの売上が伸長したことなどから、売上高は34億５千７百万円（前年同期比 5.8％増）となりました。営

業損益につきましては、売上高の増加などから、営業利益０百万円（前年同期 営業損失１億７千２百万円）

と、前年同期に比べて改善いたしました。 

・欧州

基板設計ソリューションの売上が順調に推移したことなどから、売上高は11億１千９百万円（前年同期比 

2.8％増）となりました。営業損益につきましては、営業損失７千９百万円（前年同期 営業損失８千万円）

と、前年同期並みとなりました。 

・米国

回路設計・ＩＣソリューションの売上が伸長したことなどから、売上高は４億３千７百万円（前年同期比 

44.8％増）となりました。営業損益につきましては、売上高の増加などにより、営業利益２千８百万円（前年

同期 営業損失４千９百万円）と、前年同期に比べて改善いたしました。 

・アジア

韓国で基板設計ソリューションの売上が減少したことなどから、売上高は２億９千５百万円（前年同期比 

15.7％減）となり、営業利益につきましては、売上高の減少などから８千万円（前年同期比 12.7％減）とな

りました。 
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(2) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は８億３千４百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当第１四半期連結累計期間末における当社グループの資金（現金及び現金同等物）残高は、前連結会計年度末

より14億４千５百万円増加して154億９千２百万円となり、当社グループの流動性は十分な水準にあると考えら

れます。 

将来の事業活動に必要な運転資金及び設備投資資金につきましては、営業活動により得られた資金及び内部資

金より調達しております。また、資金の運用につきましては、信用リスク、金利等を考慮し、安全性を第一と考

え、元本割れの可能性が極めて低いと思われる金融商品で行っております。 

 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループは、設計・製造の効率化という課題の解決に向けたソリューションビジネスを展開しておりま

す。エレクトロニクス、自動車関連及び産業機器製造業を主要な市場とするほか、ソリューションを拡充し、設

計・製造プロセス全体の最適化を提供していくこと等により、新たな市場、技術領域への取り組みを積極的に展

開し、事業基盤のさらなる拡大を図っております。そのため、各種ソリューションの開発・強化の進捗やその品

質・信用性の向上、エレクトロニクス、自動車関連及び産業機器を中心に製造業における設備投資の動向、さら

には有力企業や関連会社との良好な協業・連携の維持といった要因が経営成績に重要な影響を与えるものと思わ

れます。

 

(7) 今後の見通し

今後の経済環境につきましては、欧米やわが国において緩やかな景気回復が続いていくものの、不安定要素を

かかえる世界情勢の中で、先行きの不透明な状況で推移するものと思われます。

このような中にあって、当社グループは、お客さまの抱える困難な課題に真正面から取り組み、お客さまのモ

ノづくりに貢献する革新的なソリューションを提供し、さらなる企業価値の向上に努めてまいります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 86,525,700

計 86,525,700

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株） 
（平成29年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,267,169 同左
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 23,267,169 同左 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 23,267,169 － 10,117,065 － 8,657,753

 

(6)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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(7)【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
 

普通株式 16,700
 

－ －

完全議決権株式（その他）
 

普通株式 23,229,200
 

232,292 －

単元未満株式
 

普通株式 21,269
 

－ －

発行済株式総数 23,267,169 － －

総株主の議決権 － 232,292 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が900株（議決権の数９個）含まれてお

ります。

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社 図研
横浜市都筑区荏田東

二丁目25番１号
16,700 － 16,700 0.07

計 － 16,700 － 16,700 0.07

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 14,253,644 15,748,377 

受取手形及び売掛金 5,195,460 3,453,029 

有価証券 6,700,000 6,700,000 

商品及び製品 285,834 325,808 

仕掛品 54,826 158,362 

原材料及び貯蔵品 2,809 2,595 

その他 2,531,561 2,845,029 

貸倒引当金 △23,323 △23,122 

流動資産合計 29,000,814 29,210,080 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,954,451 2,924,144 

土地 3,009,821 3,009,821 

その他（純額） 415,239 423,140 

有形固定資産合計 6,379,512 6,357,107 

無形固定資産    

のれん 790,754 776,125 

その他 739,373 754,960 

無形固定資産合計 1,530,127 1,531,085 

投資その他の資産 ※ 3,620,238 ※ 3,719,616 

固定資産合計 11,529,879 11,607,809 

資産合計 40,530,693 40,817,889 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 823,903 448,315 

未払法人税等 250,629 82,706 

前受金 4,759,402 5,736,465 

賞与引当金 793,761 417,056 

役員賞与引当金 38,400 － 

事業整理損失引当金 1,518 1,536 

その他の引当金 9,047 8,842 

その他 1,559,521 1,737,369 

流動負債合計 8,236,184 8,432,292 

固定負債    

退職給付に係る負債 3,506,552 3,584,522 

その他 252,125 256,928 

固定負債合計 3,758,678 3,841,451 

負債合計 11,994,863 12,273,744 

純資産の部    

株主資本    

資本金 10,117,065 10,117,065 

資本剰余金 8,657,736 8,657,736 

利益剰余金 9,629,044 9,422,779 

自己株式 △15,169 △15,385 

株主資本合計 28,388,676 28,182,196 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 851,340 940,590 

為替換算調整勘定 △32,391 82,883 

退職給付に係る調整累計額 △1,101,576 △1,060,159 

その他の包括利益累計額合計 △282,628 △36,685 

非支配株主持分 429,781 398,634 

純資産合計 28,535,829 28,544,145 

負債純資産合計 40,530,693 40,817,889 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

売上高 4,590,147 4,849,812 

売上原価 1,200,374 1,232,486 

売上総利益 3,389,772 3,617,325 

販売費及び一般管理費 3,576,011 3,584,837 

営業利益又は営業損失（△） △186,238 32,488 

営業外収益    

受取利息 1,012 1,082 

受取配当金 15,307 20,389 

受取賃貸料 11,136 11,566 

その他 15,749 12,589 

営業外収益合計 43,205 45,627 

営業外費用    

持分法による投資損失 9,167 2,369 

為替差損 132,194 56 

その他 597 315 

営業外費用合計 141,959 2,742 

経常利益又は経常損失（△） △284,991 75,374 

特別利益    

固定資産売却益 67 1,002 

投資有価証券売却益 870 － 

特別利益合計 937 1,002 

特別損失    

固定資産処分損 － 2,219 

事業整理損 59,362 － 

特別損失合計 59,362 2,219 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△343,417 74,157 

法人税、住民税及び事業税 35,922 28,360 

法人税等調整額 △86,051 25,803 

法人税等合計 △50,128 54,164 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △293,288 19,992 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △42,125 △6,246 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△251,162 26,239 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △293,288 19,992 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △20,177 89,250 

為替換算調整勘定 △167,805 114,590 

退職給付に係る調整額 74,647 41,416 

持分法適用会社に対する持分相当額 1,001 684 

その他の包括利益合計 △112,334 245,942 

四半期包括利益 △405,622 265,935 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △363,497 272,182 

非支配株主に係る四半期包括利益 △42,125 △6,246 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度 

（平成29年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成29年６月30日） 

投資その他の資産 15,032千円 14,989千円 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

減価償却費 162,348千円 163,950千円

のれんの償却額 38,638千円 38,828千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日 

定時株主総会
普通株式 232,508 10 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日 

定時株主総会
普通株式 232,504 10 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）２ 

  日本 欧州 米国 アジア 計 

売上高              

外部顧客への売上高 3,077,512 909,817 280,888 321,928 4,590,147 － 4,590,147 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
190,100 179,509 21,294 28,753 419,657 △419,657 － 

計 3,267,612 1,089,326 302,183 350,682 5,009,805 △419,657 4,590,147 

セグメント利益又はセグメン

ト損失（△） 
△172,151 △80,617 △49,109 91,788 △210,089 23,851 △186,238 

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額には、セグメント間取引消去23,851千円が含まれて

おります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っておりま

す。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）２ 

  日本 欧州 米国 アジア 計 

売上高              

外部顧客への売上高 3,228,444 919,943 418,187 283,237 4,849,812 － 4,849,812 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
228,686 199,460 19,264 12,258 459,668 △459,668 － 

計 3,457,130 1,119,403 437,451 295,495 5,309,481 △459,668 4,849,812 

セグメント利益又はセグメン

ト損失（△） 
520 △79,068 28,238 80,108 29,799 2,689 32,488 

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額には、セグメント間取引消去2,689千円が含まれてお

ります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

１株当たり四半期純損益金額 △10円80銭 1円13銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損益金額

（千円） 
△251,162 26,239

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する 

四半期純損益金額（千円）
△251,162 26,239

普通株式の期中平均株式数（株） 23,250,876 23,250,395

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。

 

- 13 -

2017/08/09 11:50:10／16282371_株式会社図研_第１四半期報告書



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月９日

株式会社 図研 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 野島  透  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 川口 靖仁  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社図研の

平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成29年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビ

ューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社図研及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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